



案2)｣ を策定し, 要綱として答申が行われた｡ そして, 現在は ｢会社法の一部を改正する










条 (以下, 法という｡) により忠実義務を負う｡ 取締役の任務懈怠がある場合, 法423条 1
項では取締役等の任務懈怠責任を規定しており, 法847条各項によって取締役は株主から















(グループ) が損害を被ったにも関わらず, 直接の責任追及が出来ず, 親会社取締役への
責任追及があり認められにくいとなると, 責任追及が誰に対しても出来ない (実際上は不





株式会社は, 株主によって統治・コントロールされる｡ 取締役は, 株主のコントロール
を受け, 取締役は株主からのコントロールの下で業務を決定・執行する｡ しかし, 親会社
が子会社株式の全てを保有する ｢完全子会社｣ の場合においては, 子会社取締役をコント
ロールする株主が親会社であることから, 子会社取締役へのコントロールが及ばない・及









も, 様々な事件や立法を機に多くの議論がされてきた｡ 議論の方向性は, 2 つに分かれる｡
一方の議論の方向性は, ｢多重代表訴訟制度を解釈や立法によって新設し問題点の解決を
図る｣ というものであり, それとは別に, ｢親会社による子会社の関与を義務付ける｣ と









きた｡ 片倉工業事件6) や三井鉱山事件7) を機に子会社取締役の任務懈怠による損害を親会
社だけでなく, 親会社株主からの追及も認めるべきではないかという議論がされた (多重
代表訴訟を認めるべきであるという議論)｡ そして, 平成９年の私的独占の禁止及び公正
取引の確保に関する法律 (以下, 独禁法という｡) の改正によって, 純粋持株会社の解禁
によって上記問題点は顕著となり, 親会社株主の子会社取締役への責任追及の必要性が提
唱された8)｡ 平成17年の会社法制定の際にも, 多重代表訴訟制度の導入は議論がなされた｡


















多重代表訴訟制度を新設 (立法), 又は解釈によって認めることで, 親会社株主から子
会社取締役への責任追及を認め, 子会社化することによる責任追及逃れを阻止できること
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本改正にける多重代表訴訟制度は, 要綱内の, 第２部親子会社に関する規律 第１親会





多重代表訴訟を提起する要件としては, まず, ①最終完全親会社の100分の 1 以上の議
決権または株式を有する株主であること (｢最終完全親会社｣ とは対象となる株式会社の
完全親会社であって, その完全親法人 (株式会社であるものに限る) がそれ以上存在しな
いものをいう｡) という原告適格の要件が課されている (法律案847条の 3 第 1 項本文)｡
この要件では親会社が子会社の株式のすべてを保有する完全親子会社でなければならない
という要件と, 親会社の100分の 1 以上の株式の保有という要件が存在する｡ 対象を完全
親子会社に絞るか否かも, 議論のあるところではあるが, 子会社株主に親会社以外の少数
株主が存在する場合においては少数株主からの任務責任追及が現行の代表訴訟において可
能であるという理由から, 完全親子会社の場合に限ることとなった17)｡ また, 100分の 1








そして, ②最終完全親会社が公開会社である場合には, 親会社株主は 6カ月以上の株式
の継続保有をしていなければならないという継続保有要件がある (法律案847条の 3 第 1




る (法律案847条の 3第 4項)｡ これは, 損害後に株式取得した場合には, 遡及して責任追







えたときに, 制度趣旨と整合しないことから, 重要子会社性という要件が加えられた｡ つ
24
まり, 子会社の帳簿価格が完全親会社の総資産額の 5分の 1を超えるという要件を課すこ
とで, 親会社取締役に相当し得る重要な子会社の取締役に対する責任追及だけを多重代表
訴訟で認めることとなる23)｡ なお, 5 分の 1 という割合数は, 親会社取締役と子会社取締
役を実質的に同視できる基準として策定され, 簡易事業譲渡 (法467条 1 項 2 号かっこ書)
や, 簡易組織再編 (法784条 3 項) を参考にしたものである24)｡
また, 提訴できない場合の消極的要件として, ④多重代表訴訟の提起が株主又は第三者
の不正な利益を図り又は最終完全親会社に損害を加えることを目的とする場合 (法律案
847条の 3 第 1 項 1 号) や, ⑤責任の原因となった事実によって当該最終親会社に損害が
生じていない場合 (法律案847条の 3 第 1 項 2 号) には, 提訴することが出来ないとされ










責任追及する請求を行い (法律案847条の 3第 1項本文), ②請求から60日以内に子会社が
子会社取締役等に責任追及訴訟を提起しない場合には, 訴訟を提起することが出来る (法
律案847条の 3 第 7 項)｡ また, 法424条の規定と併せて, ③子会社全株主 (親会社) と親
会社全株主の同意がなければ責任を免除することができないものとし (法律案847条の 3
第10項), ④子会社, 子会社株主 (親会社) が共同訴訟参加・補助参加ができるものとし
(法律案849条 1 項), ⑤原告以外の株主や, 最終完全親会社の訴訟参加のための訴訟告知
(法律案849条 4 項) や, 不提訴理由通知 (法律案847条の 3 第 7 項), 担保提供 (法律案
847条の 4第 2項), 和解 (法律案850条各号), 費用等の請求 (法律案852条 1 項, 同 2 項),
再審の訴え (法律案853条 1 項 3 号) についても現在の株主代表訴訟制度に則り所要の規
定が設けられる (現行法の手続規定について, 法849条, 法847条 4 項 5 項, 同 7項 8 項,
法850条, 法852条, 法853条等参照)｡ また, 会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関





る親会社の株主であって, 100分の 1 以上の株式を保有し, 公開会社であれば 6 か月以上
の保有期間を満たし, 子会社の帳簿価格が親会社の 5分の 1以上であり, 親会社に損害が
生じている場合である｡ この要件があまりにも厳しすぎて, 実質的に利用できる親会社株
主の数が少なすぎるのではないかという問題がある｡ 厳しい要件の下で絶対数が絞られ,
そしてさらに, 訴訟が係属しても訴訟途中 (口頭弁論終結前) に完全子会社でなくなった






法381条 3 項や法433条 3 項で規定されているものの, 子会社から親会社への権利は存在し
ない｡), 訴訟資料の収集は原告被告両当事者にとって困難を強いる可能性があるという問
題がある｡





これらの議論を経て現在, 国会で継続審議中の法律案847条の 3 以下においては, 多重
代表訴訟制度を認める法律案となっており, 現行法上の問題点を解消するために, いずれ
の立場を採用するかという議論については, 多重代表訴訟制度を創設して立法的解決によっ










































う解釈も, 本立法によって可能となると考えられるからである｡ つまり, 子会社取締役の





での親子会社関係においては達成されていない｡ 法355条, 法330条, 民法644条によって




















親会社である福岡魚市場と, 100％子会社であるフクショク, 訴外 3 社で, 一定の預か
り期間に食料品 (冷凍魚) を売却できなければ順番に買取るというダム取引 (グルグル回














ここで, 問題となるのは, 親会社取締役の義務とは何かという点である｡ 取締役の義務
の規定は忠実義務 (法355条) と民法644条による善管注意義務という規定があるものの,
抽象的な文言に留め, 具体的義務内容は事案によって異なる｡ 本事案においては, 取締役
の監視・監督義務を肯定した判決であるが, その監視・監督先は他の親会社取締役の不正・
































調査等) が存在したと認定されているが, どの時点で, どの程度の作為義務が存在するの
かという点においても, 参考となる判例だろう｡ 取締役等は, 公認会計士や弁護士のよう
な専門家ではないから, 日常的には異常の兆候を発見する程度の義務があると考えられる｡
しかし, 異常の兆候を知った後は, より高度な義務が求められ, どの程度の調査が必要で








一的な関係ではなく, 両立し得る請求であり, 親会社株主保護を考えたとき, 請求方法の














や調査を行うことができないということは, 大きな問題である36)｡ しかし, 会社法が子会
社であっても別法人格であるという単一企業を基礎とした規律を基本としていることから,
多重代表訴訟の創設だけで株主権の縮減という問題を完全に解消することは不可能であ






評価しなければならない｡ 実務的側面から反対意見もあり39), 要件を厳格にして40) 一定の
譲歩があったものの, 現状の会社法において生じている問題を解決するために, 多重代表
訴訟制度を創設するという方向に舵を切り, 完全親会社株主から直接に子会社取締役への

























ることで, 任務懈怠抑制のプレッシャーがかかり, 不正防止の抑止力となるだろう｡ この
意味において, 多重代表訴訟制度は有用であると考えている｡ 経済界を中心に, 実務的な
反対意見として, 子会社取締役が親会社の指示と親会社株主からの訴訟というプレッシャー
で板挟みになるという意見や, 訴訟を恐れて子会社取締役の人材不足の懸念という意見も















注1) 本論文は, 2012年 IBA会社法研究会第 2回研究会 (平成24年11月 4 日開催) ｢会社法改正に
おける 『多重代表訴訟』 について｣ で報告・発表した資料に研究会での議論を加えて再検討し
たものである｡
2) 平成24年 8 月 1 日に法制審議会会社法制部会第24回会議において取りまとめられた ｢会社法
制の見直しに関する要綱案｣ 商事法務1973号 (2012年) 13頁以下｡ 以下要綱という｡
3) http: //www.moj.go.jp /MINJI /minji07_00138.html
法務省国会提出主要法案第185回国会 (臨時会) ホームページ｡
4) 前掲注 3) の法律案においては ｢最終完全親会社等の株主による特定責任追及の訴え｣ と表
記されているが, 本論文内においては要綱・中間試案から使用されてきた ｢多重代表訴訟｣ と
いう言葉を用いる｡
5) ｢会社法制見直しに関する中間試案 (以下, 中間試案という｡)｣ 法制民事局参事官室 (平成
23年12月) においては, Ａ案として多重代表訴訟を創設する案, Ｂ案として多重代表訴訟を創
設せず親会社から子会社への監視義務の強化を明文化する案という２案が併記され, パブリッ
ク・コメントにおいても賛否が分かれた｡ 坂本三郎ほか ｢『会社法制の見直しに関する中間試
案』 に対する各界意見の分析 [中]｣ 商事法務1964号 (2012年) 16頁, 23頁｡
6) 東京地判平成 3 年 4 月18日：判例タイムズ763号 (1991年) 164頁, 金融・商事判例876号
(同年) 30頁｡ 東京高裁平成 6年 8月29日：金融・商事判例954号 (1994年) 30頁｡
7) 最判平成 5年 9月 9日：金融・商事判例931号 (1993年) 3 頁, 金融法務事情1372号 (同年)
22頁｡
8) 西尾幸夫 ｢子会社運営に関する親会社株主の権限｣ ジュリスト1140号 (1998年) 15頁, 畠田
公明 ｢純粋持株会社と株主代表訴訟｣ 同16頁｡





上の時代から存在するが, 少数説に留まる｡ 船津浩司 ｢｢グループ経営｣ の義務と責任｣ (2010
年) 417頁｡
11) 法務省民事局参事官室 ｢｢親子会社法制等に関する問題点｣ の公表及び意見照会について｣








においても議論があり, 最後まで争われた部分である｡ 岩原紳作 ｢会社法制の見直しに関する
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要綱案｣ の解説 [Ⅲ] (2012年) 6 頁｡
15) ｢会社法制の見直しに関する要綱案｣ 商事法務1973号 (2012年) 20頁｡
16) http : //www.moj.go.jp /MINJI /minji07_00138.html
法務省国会提出主要法案第185回国会 (臨時会) 法律案 ｢会社法の一部を改正する法律｣ 128頁｡
17) ｢会社法制度見直しに関する中間試案の補足説明｣ 法務省民事局参事室 (平成23年12月) 29
頁｡
18) 法制審議会会社法制部会第17回会議議事録30頁, 同20回議事録32頁, 同22回 2 頁｡
19) 岩原紳作 ｢会社法制の見直しに関する要綱案｣ の解説 [Ⅲ] (2012年) 6 頁｡
20) 岩原紳作 ｢会社法制の見直しに関する要綱案｣ の解説 [Ⅲ] (2012年) 7 頁｡
21) 坂本三郎ほか ｢『会社法制の見直しに関する中間試案』 に対する各界意見の分析 [中]｣ 商事
法務1964号 (2012年) 24頁｡
22) 岩原紳作 ｢会社法制の見直しに関する要綱案｣ の解説 [Ⅲ] (2012年) 14頁 (注20)｡
23) 岩原紳作 ｢会社法制の見直しに関する要綱案｣ の解説 [Ⅲ] (2012年) 7 頁｡
24) ｢会社法制度見直しに関する中間試案の補足説明｣ 法務省民事局参事室 (平成23年12月) 40
頁｡
25) 法制審議会会社法制部会第17回会議議事録30頁以下｡
26) 前田雅弘 ｢親会社株主の保護｣ ジュリスト1439号 (2012年) 40頁, 会社法制度見直しに関す
る中間試案の補足説明｣ 法務省民事局参事室 (平成23年12月) 30頁｡
27) 法制審議会会社法制部会第17回会議議事録32頁｡
28) 坂本三郎ほか ｢『会社法制の見直しに関する中間試案』 に対する各界意見の分析 [中]｣ 商事
法務1964号 (2012年) 24頁, 法制審議会会社法制部会20回会議議事録31頁｡ 平成17年の会社法
制定時にも責任追及の訴えに関して同じ議論がなされたが, 採用されなかった経緯がある｡ 岩
原紳作 ｢新会社法の意義と問題点：Ⅰ総論｣ 商事法務1775号 (2006年) 4 頁, 9 頁｡




多重代表訴訟の訴訟法上の位置付けとして, いかに考えるべきか｡ つまり, ①現行の代表訴
訟の被告が拡大したと考える (本来被告は, 親会社役員であるが子会社役員まで拡大したと考
える｡) か, 又は②現行の代表訴訟の原告が拡大したと考える (子会社株主の親会社が子会社
役員を提訴する代表訴訟の原告 (親会社) が親会社株主まで拡張されたと考える｡) か, とい







いては, 要綱・法律案において文言上 ｢株式会社｣ となっており, 文理上, 外国子会社は含ま
34
れず, 親会社または子会社のいずれかが外国会社であれば, 日本の会社法の多重代表訴訟規定
に基づく提訴は不可能 (却下される) であるとされている (岩原紳作 ｢会社法制の見直しに関
する要綱案｣ の解説 [Ⅲ] (2012年) 12頁 (注 4 ), 13頁 (注 6 ) 参照)｡ ただ, 日本法を準拠
法とする外国裁判所において, 日本と同じ運用がなされるか否かは不明であり, 外国裁判所が
却下せず訴えを認める場合には, 多重代表訴訟を海外裁判所で訴訟追行しなければならないと
いう可能性があるという, 問題点がある (仮に文理上, 却下されるべきとしても, 外国会社に
対する内外差別が許されるかという問題となり, 国際私法上の ｢公序｣ の問題となる｡：太田
洋 ｢速報！会社法改正 ｢会社法制の見直しに関する要綱｣ 解説と実務対応上のポイント｣
(2012年) 100頁参照｡)｡
31) 改正前商法52条 1 項, 同 2 項｡
32) 江頭憲治郎 ｢株式会社法第 3版｣ (2010年) 20頁, 榊原・砂川著 ｢価値向上のための投資意
思決定｣ (2009年) 6 頁｡
33) 法制審議会会社法制部会第20回会議 藤田友敬幹事発言｡
34) 福岡地判平成23年 1 月26日：金融・商事判例1367号 (2011年) 41頁, 福岡高判平成24年 4 月
13日：金融・商事判例1399号 (2012年) 24頁, 最一小判平成26年 1 月30日：http : //www.courts.
go.jp /hanrei / pdf / 20140130161604.pdf 最高裁ホームページ｡
35) 経済産業省 ｢今後の企業法制の在り方について｣ (平成22年 6 月23日) 26頁｡
36) 加藤貴仁 ｢企業グループのコーポレート・ガバナンスにおける多重代表訴訟の意義 [上]｣















体系の国であり, 多重代表訴訟を認める判例も存在する (株主代表訴訟研究会 ｢アジアにおけ
る株主代表訴訟制度の実情と株主保護｣ (2010年) 30頁, 48頁, 伊藤隆 ｢アジア株主代表訴訟





｢アジア株主代表訴訟セミナー｣ ICD NEWS第36号 (2008年) http : //www.moj.go.jp / content /
000010359.pdf 4 頁ではフランスにおいては, 明示的に判例法理で多重代表を認めるという
見解が述べられている一方で, 清水円香 ｢フランスにおける多重代表訴訟に関する議論の状況｣












米国における理論と運用 (山田泰弘 ｢株主代表訴訟の法理－生成と展開－｣ (2000年) 259頁
以下参照｡) では, 世界で最も多重代表訴訟制度が議論され, 判例法理によって運用されてい
る｡ 1970年代から多重代表訴訟の考え方が登場した｡ 多重代表訴訟自体の議論は1900年初頭か




を経て議論が活発化し, 現在においては, 多重代表訴訟の理論的正当化根拠は, ①法人格の否
認 (親子会社が一体化して 1つの企業体を構成しているとみなして, 通常の代表訴訟と同様に
捉える考え方 (日本で議論となる法人格否認論では, 形骸化と債務免脱等の目的の為の濫用の
場合に認められるが, 多重代表訴訟においては, より広く解している｡)) や, ②二重の信任関
係理論 (親会社株主と親会社, 親会社と子会社の間に共に 2つの信任関係があり, 親会社株主
も子会社に対する受任者の地位 (復委任関係を認める) にあると捉える考え方), ③通常代表
訴訟の拡張 (親会社取締役と共に子会社取締役を同時に責任追及することで, 間接的利害関係
を有する原告適格を親会社株主にまで拡張するという考え方) という理由を正当化根拠として
いる｡ これらの正当化根拠は判例法理で認められ, 実際に運用されている｡ そして米国判例法
上の要件としては①支配要件 (親子会社関係を株式保有関係だけでなく, 実際に支配関係が存
在している場合) と, ②同時所有の要件 (会社の損害発生時に株式を所有していること) とい
う 2要件の下で, 多重代表訴訟の提起を認めている｡
上記米国の理論は, 今回の多重代表創設の議論においても, 参考にされた｡ そこで, 米国の
正当化根拠と要件をもって, 多重代表訴訟制度を理論的に説明できるかという点が問題となる｡
上述の 3つの正当化根拠は, 親子会社であっても個別企業であること (別法人格であること)
を前提とする米国と同じスタンスを採用する日本法においても合致し, 理論的正当化根拠に基
づく要件は要綱・法律案によって満たされている (Ⅱ章参照)｡ そして, 日本においては, さ
36
らに濫訴防止や, 別法人格であることへの配慮, 実務の急激な変化に気を使って, 立法化がな
されており, 決して米国のカーボンコピーではない｡
39) ｢会社法制の見直しに関する中間試案｣ に対する各界意見の分析 [中]｣ 商事法務1964号23頁｡
40) 中間試案よりも厳しい要件となった｡：岡本智英子他 ｢会社法制の見直しに関する要綱の概
略－要綱に至るまでの議論とともに－｣ ビジネス＆アカウンティングレビュー第11号 107頁｡
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